
ご意見・ご要望は03-5972-1621、ＦＡＸ03-5972-1590
2019年２月号外　　日本共産党東京都委員会の見解を紹介します。
発行 /東京民報社（港区芝 1-4-9 平和会館５階）1965 年 11 月 12 日第三種郵便物認可

増税中止の一点で共同し声をあげよう

４つの大問題

　日本共産党の志位和夫委員長は1月３１日の衆院本会議で、代表
質問に立ち、１０月からの消費税１０％増税について、「４つの大問題
がある」と指摘し、増税には道理なしとして中止を迫りました。
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「賃金上昇」の
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大企業にせめて
中小企業並みの法人税率

大株主優遇税制の是正
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これまで優遇され、ばく大なもうけを上げている大企
業やカルロス・ゴーン氏のような富裕層に増税すれ
ば、増税分の4兆6,000億円はクリアできます。
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①深刻な消費不況のもとで増税を
強行していいのか
②増税延期を決めた２年半前に比
べても、日本経済は悪化し、世界
経済のリスクも高まっている
③毎月勤労統計の不正によって、
昨年の賃金の伸び率が実態より
もかさ上げされていた
④消費税増税に対する「景気対策」
が異常で奇々怪々なものとなっ
たことへの批判が広がっている

消費税10％の４つの大問題

　なかでも志位氏は、毎月勤労統計調査の不正問
題を受けて実質賃金は下方修正され、伸び率がマイ
ナスになる可能性が明らかになったと追及。「少なくと
も統計不正の事実解明抜きに増税を強行することは
論外だ」とただしました。
　その上で、志位氏は「消費税に頼らない別の道」
を選択するよう迫りました。
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